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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外部負荷の要求に応じて発電した電力を出力する燃料電池システムであって、
　少なくとも一つの発電体を有する燃料電池と、
　前記発電体における電圧を検出する電圧検出部と、
　前記燃料電池の出力を制御する制御部と、
を備え、
　前記制御部は、
　前記電圧検出部が、少なくとも一つの前記発電体において、前記外部負荷の要求に対応
する電圧よりも低い電圧閾値以下の電圧を検出すると、前記外部負荷の要求にかかわらず
、前記燃料電池の出力電流を電流制限値まで減少させる電流制限処理を実行し、
　前記電流制限処理を終了した後、前記燃料電池の出力電流の上限値を、前記電圧検出部
が負電圧を検出した時の前記燃料電池の出力電流値未満に設定し、前記出力電流の上限値
以下で前記燃料電池の出力電流を増加させる、
　燃料電池システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料電池システムに関する。
【背景技術】
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【０００２】
　燃料電池において、発電体である複数の単セルが積層されたスタック構造を有するもの
がある。反応ガスは、マニホールドを介して、各単セルに設けられたガス流路に流入し、
各単セルの発電部に供給される。一部の単セルのガス流路が水分の凍結などにより閉塞す
ると、当該一部の単セルに対する反応ガスの供給量が不足し、当該一部の単セルが負電圧
を発生する場合がある。このように、一部の単セルが負電圧を発生している状態で、燃料
電池の運転を継続すると、燃料電池全体の発電性能が低下するだけでなく、当該単セルの
電極の劣化が生じる可能性がある。そこで、負電圧を解消する技術が提案されている（例
えば、特許文献１、２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－００９４０６号公報
【特許文献２】特開２０１１－２４９０７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１では、負電圧が発生したら、燃料電池の出力電流を、要求電流にかかわらず
所定の値に低減させる電流制限を行い、負電圧が解消されたら、要求電力に応じた発電を
行っている。電流制限を行っている間、燃料ガスの供給量を減少させていると、負電圧が
解消された後に要求電流に応じた発電を行うために燃料ガスの供給量を増加させようとし
ても、燃料ガス供給用の配管長等の影響により燃料ガスの供給が追いつかず、燃料ガスが
不足した状態で要求電流に応じた発電を行うことになる可能性がある。このように、燃料
ガスが不足した状態で発電を行うと、電極の劣化が生じるおそれがある。
【０００５】
　そこで、さらに燃料電池の劣化を抑制することができる技術が望まれていた。そのほか
、従来の燃料電池システムにおいては、低コスト化、省資源化、製造の容易化、性能の向
上等が望まれていた。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態として実現することが可能である。
【０００７】
（１）本発明の一形態によれば、外部負荷の要求に応じて発電した電力を出力する燃料電
池システムが提供される。この燃料電池システムは、少なくとも一つの発電体を有する燃
料電池と、前記発電体における電圧を検出する電圧検出部と、前記燃料電池の出力を制御
する制御部と、を備えてよい。前記制御部は、前記電圧検出部が、少なくとも一つの前記
発電体において、前記外部負荷の要求に対応する電圧よりも低い所定の電圧値以下の電圧
を検出すると、前記外部負荷の要求にかかわらず、前記燃料電池の出力電流を所定の電流
値まで減少させる電流制限処理を実行し、前記電流制限処理を終了した後、前記燃料電池
の出力電流の上限値を前記負電圧検出時の前記燃料電池の出力電流値未満に設定し、前記
出力電流の上限値以下で前記燃料電池の出力電流を増加させてよい。
【０００８】
　この燃料電池システムによれば、負電圧が生じた場合に、電流制限処理において出力電
流値を減少させて運転することにより、電極の劣化を抑制しつつ発電を継続することがで
きる。電流制限処理を終了した後、電流上限値を設定し、電流上限値以下で、電流を増加
させることにより、要求ガス量の急激な増加を抑制し、水素の供給不足に伴う水素欠乏状
態での発電を抑制することができる。その結果、電極の劣化を抑制し、燃料電池の劣化、
燃料電池性能の低下を抑制することができる。
【０００９】
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　本発明は、種々の形態で実現することが可能であり、例えば、燃料電池システムを搭載
した車両、燃料電池システムの制御方法、それらのシステムや車両、制御方法の機能を実
現するためのコンピュータプログラム、そのコンピュータプログラムを記録した記録媒体
等の形態で実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態としての燃料電池システムの構成を示す概略図である。
【図２】燃料電池システムの電気的構成を示す概略図である。
【図３】燃料電池システムにおいて実行される負電圧解消処理の流れを示すフローチャー
トである。
【図４】負電圧解消処理を行った場合の発電体の電気的挙動を説明する説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
Ａ．実施形態：
Ａ－１．システムの概略構成：
　図１は本発明の一実施形態としての燃料電池システムの構成を示す概略図である。この
燃料電池システム１００は、燃料電池１０と、制御部２０と、カソードガス供給部３０と
、カソードガス排出部４０と、アノードガス供給部５０と、アノードガス循環排出部６０
と、冷媒供給部７０とを備える。
【００１２】
　燃料電池１０は、反応ガスとして水素（アノードガス）と空気（カソードガス）の供給
を受けて発電する固体高分子型燃料電池である。燃料電池１０は、単セルとも呼ばれる複
数の発電体１１が積層されたスタック構造を有する。各発電体１１は、電解質膜の両面に
電極を配置した発電体である膜電極接合体（図示せず）と、膜電極接合体を挟持する２枚
のセパレータ（図示せず）とを有する。
【００１３】
　ここで、電解質膜は、湿潤状態で良好なプロトン伝導性を示す固体高分子薄膜によって
構成することができる。また、電極は、カーボン（Ｃ）によって構成することができる。
なお、電極の電解質膜側の面には、発電反応を促進させるための触媒（例えば白金（Ｐｔ
））が担持されている。各発電体１１には、反応ガスや冷媒の流通ためのマニホールド（
図示せず）が設けられている。マニホールドを流通した反応ガスは、各発電体１１に設け
られたガス流路を介して、各発電体１１の発電部に供給される。
【００１４】
　制御部２０は、中央処理装置と主記憶装置とを備えるマイクロコンピュータによって構
成されている。制御部２０は、外部負荷２００からの出力電力の要求を受け付け、その要
求に応じて、以下に説明する燃料電池システム１００の各構成部を制御し、燃料電池１０
に発電させる。
【００１５】
　また、制御部２０は、後に詳述するように、燃料電池１０を構成する発電体１１のいず
れかにおいて負電圧が発生した場合には、負電圧を解消するための負電圧解消処理を実行
する。
【００１６】
　カソードガス供給部３０は、カソードガス配管３１と、エアコンプレッサ３２と、エア
フロメータ３３と、開閉弁３４と、加湿部３５とを備える。エアコンプレッサ３２により
大気中から取込んで圧縮された空気が、加湿部３５により加湿され、加湿空気がカソード
ガス配管３１を介して燃料電池１０のアノード側に供給される。制御部２０は、エアフロ
メータ３３によるエアコンプレッサ３２における取込み空気量の計測値に基づいて、エア
コンプレッサ３２を駆動することにより、燃料電池１０に対する空気の供給量を制御する
。
【００１７】
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　カソードガス排出部４０は、カソード排ガス配管４１と、調圧弁４３と、圧力計測部４
４とを備える。燃料電池１０のカソード側から排出されるカソード排ガスは、カソード排
ガス配管４１を介して燃料電池システム１００の外部へと排出される。制御部２０は、圧
力計測部４４によるアノード排ガスの圧力計測値に基づいて調圧弁４３の開度を調整して
、カソード排ガスを排出させる。
【００１８】
　アノードガス供給部５０は、アノードガス配管５１と、水素タンク５２と、アノードガ
ス配管５１上に順に設けられる開閉弁５３と、レギュレータ５４と、第１の圧力計測部５
６ｕと、インジェクタ５５と、第２の圧力計測部５６ｄとを備える。水素タンク５２は、
アノードガス配管５１を介して燃料電池１０のアノードと接続されており、タンク内に充
填された水素を燃料電池１０に供給する。燃料電池システム１００は、水素タンク５２に
換えて、炭化水素系の燃料を改質して水素を生成する改質部を、水素の供給源として備え
ているものとしても良い。制御部２０は、第１，第２の圧力計測部５６ｕ，５６ｄによっ
て計測される水素の圧力値に基づいて、インジェクタ５５の駆動周期や開弁時間を制御す
ることによって、燃料電池１０に供給される水素量を制御する。
【００１９】
　アノードガス循環排出部６０は、アノード排ガス配管６１と、気液分離部６２と、アノ
ードガス循環配管６３と、水素循環用ポンプ６４と、アノード排水配管６５と、排水弁６
６とを備える。燃料電池１０における発電反応に用いられなかった未反応ガス（水素や窒
素など）を含むアノード排ガスは、アノード排ガス配管６１を介して気液分離部６２へと
誘導される。気液分離部６２は、アノード排ガスに含まれる気体成分と水分とを分離し、
気体成分を、アノードガス循環配管６３を介してアノードガス配管５１へと送出する。気
液分離部６２において分離された水分は、アノード排水配管６５を介して外部へ排出され
る。
【００２０】
　冷媒供給部７０は、冷媒用配管７１と、ラジエータ７２と、冷媒循環用ポンプ７３と、
２つの冷媒温度計測部７４，７５とを備える。燃料電池１０を冷却するための冷媒は、燃
料電池１０、冷媒用配管７１、およびラジエータ７２によって形成される循環路を循環し
、ラジエータ７２における熱交換により、燃料電池１０の発電による熱を放出し、燃料電
池１０の運転温度を調整する。制御部２０は、２つの冷媒温度計測部７４，７５のそれぞ
れの計測値の差から燃料電池１０の運転温度を検出し、その検出結果に基づき、冷媒循環
用ポンプ７３が送り出す冷媒量を制御する。
【００２１】
　図２は、燃料電池システム１００の電気的構成を示す概略図である。燃料電池システム
１００は、二次電池８１と、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２と、インバータ８３とを備える。
また、燃料電池システム１００は、セル電圧計測部９１と、電流計測部９２と、インピー
ダンス計測部９３とを備える。
【００２２】
　燃料電池１０は、直流電源ラインＤＣＬを介してインバータ８３に接続されている。二
次電池８１は、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２を介して直流電源ラインＤＣＬに接続されてい
る。インバータ８３は、外部負荷２００に接続されている。なお、燃料電池システム１０
０では、燃料電池１０と二次電池８１とが出力する電力の一部を、燃料電池システム１０
０を構成する各補機類を駆動するために用いるが、そのための配線の図示および説明は省
略する。
【００２３】
　二次電池８１は、燃料電池１０の補助電源として機能し、例えば充・放電可能なリチウ
ムイオン電池で構成することができる。ＤＣ／ＤＣコンバータ８２は、二次電池８１の充
・放電を制御する充放電制御部としての機能を有しており、制御部２０からの指令に応じ
て直流電源ラインＤＣＬの電圧レベルを可変に調整する。制御部２０は、燃料電池１０の
出力が外部負荷２００からの出力要求に対して不足するような場合には、その不足分を補
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償させるために、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２に対して、二次電池８１の放電を指令する。
【００２４】
　インバータ８３は、燃料電池１０と二次電池８１とから得られた直流電力を交流電力へ
と変換し、外部負荷２００に供給する。なお、外部負荷２００において回生電力が発生す
る場合には、その回生電力は、インバータ８３によって直流電力に変換され、ＤＣ／ＤＣ
コンバータ８２を介して二次電池８１に充電される。
【００２５】
　セル電圧計測部９１は、燃料電池１０の各発電体１１と接続されており、各発電体１１
の電圧（セル電圧）を計測する。セル電圧計測部９１は、その計測結果を制御部２０に送
信する。なお、セル電圧計測部９１は、計測したセル電圧のうち、最も低いセル電圧のみ
を制御部２０に送信するものとしても良い。
【００２６】
　電流計測部９２は、直流電源ラインＤＣＬに接続されており、燃料電池１０の出力する
電流値を計測し、制御部２０に送信する。
【００２７】
　インピーダンス計測部９３は、燃料電池１０に接続されており、燃料電池１０に交流電
流を印加することにより、燃料電池１０のインピーダンスを測定する。ここで、燃料電池
１０のインピーダンスは、燃料電池１０の内部に存在する水分量に応じて変化することが
知られている。即ち、燃料電池１０のインピーダンスと、燃料電池１０内部の水分量（湿
度）との対応関係を予め取得しておき、燃料電池１０のインピーダンスを計測することに
より、燃料電池１０内部の水分量（湿度）を求めることができる。
【００２８】
　制御部は、外部負荷２００が要求する電力Ｐｔに基づいて、以下のように燃料電池１０
に発電させる。制御部２０は、燃料電池１０についてのＷ－Ｉ特性およびＶ－Ｉ特性を予
め記憶している。制御部２０は、Ｗ－Ｉ特性を用いて、外部負荷２００が要求する電力Ｐ
ｔに対して燃料電池１０が出力すべき目標電流Ｉｔを取得する。そして、制御部２０は、
Ｖ－Ｉ特性を用いて、Ｗ－Ｉ特性から得られた目標電流Ｉｔを出力するための燃料電池１
０の目標電圧Ｖｔを決定する。制御部２０は、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２に目標電圧Ｖｔ
を設定し、直流電源ラインＤＣＬの電圧を調整させる。制御部２０は、ＤＣ／ＤＣコンバ
ータ８２を制御すると共に、カソードガス供給部３０およびアノードガス供給部５０を制
御して、目標電流Ｉｔに応じた流量の反応ガスを供給させる。これにより、燃料電池１０
は、外部負荷２００が要求する電力Ｐｔに応じた発電を行う。
【００２９】
Ａ－２．負電圧解消処理：
　図３は、本実施形態の燃料電池システムにおいて実行される負電圧解消処理の流れを示
すフローチャートである。まず、制御部２０は、燃料電池システム１００を通常運転させ
る(ステップＳ１２）。通常運転とは、外部負荷２００からの要求出力に応じて、燃料電
池システム１００の各構成を制御して、燃料電池１０に要求出力に応じた発電をさせるも
のである。
【００３０】
　燃料電池システム１００の通常運転中に、制御部２０は、セル電圧計測部９１による発
電体１１の電圧計測値に基づいて、発電体１１のいずれかにおいて負電圧が発生したか否
かを判定する(ステップＳ１４）。ステップＳ１４において、少なくとも１つの発電体１
１において負電圧が検出されたと判定されると、制御部２０は、電流計測部９２からの出
力電流計測値に基づいて、負電圧が検出された際の電流値ｉを負電圧時電流値ｉ０とし（
ステップＳ１６）、電流制限処理(ステップＳ１８）を開始する。
【００３１】
　ステップＳ１８において、制御部２０は、燃料電池１０の出力電流値ｉを、外部負荷２
００からの要求出力にかかわらず、電流制限値αまで減少させる。具体的には、制御部２
０は、上述の通り、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２に電流制限値αに対応する目標電圧Ｖｔを
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設定すると共に、反応ガスの供給量を減少させる。電流制限値αは、０～ｉ０までの値で
任意に設定可能である。例えば、特開２０１２－００９４０６号公報に記載されているよ
うに、電流積算値と電流密度とのマップに基づいて、電流制限値αを定めてもよい。制御
部２０は、ステップＳ１４において、負電圧が検出されたと判定するまでは、通常運転制
御を継続する。
【００３２】
　制御部２０は、ステップＳ１４において負電圧が検出されたと判定した発電体１１（以
下、「負電圧発電体１１」とも称する）について、電流計測部９２およびセル電圧計測部
９１から受信する計測値に基づいて、燃料電池１０の出力電流値ｉ＝αとなったときの電
圧が閾値以上になったか否かを判定する(ステップＳ２０）。ステップＳ２０では、制御
部２０は、負電圧発電体１１において負電圧が解消されたか否かを判定する。本実施形態
では、閾値を例えば、０．７Ｖに設定するが、閾値は本実施形態に限定されず、発電体１
１の積層数、燃料電池システム１００の構成、運転状況、反応ガスの種類、セパレータの
形状等の発電体の構成等に応じて、適宜、設定することができる。また、本実施形態では
、ステップＳ２０において、電圧に基づいて負電圧解消の成否を判定しているが、他のパ
ラメータに基づいて判定してもよい。例えば、抵抗値（インピーダンス）、ガス圧損等に
基づいて判定することができる。また、これら複数のパラメータの組合わせに応じて負電
圧解消の成否を判定してもよい。
【００３３】
　制御部２０は、ステップＳ２０において、電圧が閾値以上と判定すると、電流制限処理
を終了して電流制限を解除し（ステップＳ２２）、外部負荷２００からの要求電流値が負
電圧時電流値ｉ０以上か否かを判定する（ステップＳ２４）。ステップＳ２４において、
外部負荷２００からの要求電流値が負電圧時電流値ｉ０以上であると判定すると、電流上
限値設定処理を開始する（ステップＳ２６）。
【００３４】
　ステップＳ２６において、制御部２０は、出力電流の上限値である電流上限値ｉｍを、
ｉｍ＝ｉ０×βに設定し、燃料電池１０の出力電流を増加させる。具体的には、制御部２
０は、上述の通り、ＤＣ／ＤＣコンバータ８２に電流上限値ｉｍに対応する目標電圧Ｖｔ
を設定すると共に、反応ガスの供給量を増加させる。電流上限値設定処理では、制御部２
０は、燃料電池１０の出力電流の上限値を設定し、上限値以下で外部負荷２００からの要
求電流値に応じて、燃料電池１０に発電させる。すなわち、電流上限値を設定した後、外
部負荷２００からの要求電流値がｉｏ未満になれば、要求電流値に応じて燃料電池１０に
発電させる。
【００３５】
　制御部２０は、電流計測部９２およびセル電圧計測部９１から受信する計測値に基づい
て、電圧がＭＡＰ値に対して正常範囲内か否かを判定する（ステップＳ２８）。本実施形
態において、ＭＡＰ値は、通常運転時のＶ－Ｉ特性を用いるが、これに限定されない。ま
た、ステップＳ２８において、電圧に換えて、例えば、抵抗値（インピーダンス）、ガス
圧損等が正常範囲内か否かを判定してもよい。また、これら複数のパラメータのうちのい
くつかが正常範囲内か否かを判定してもよい。
【００３６】
　制御部２０は、ステップＳ２８において、電圧が正常範囲内であると判定すると、電流
値増加（ステップＳ２６）から０．５秒以内に負電圧が検出されたか否かを判定する（ス
テップＳ３０）。図３において、電流値増加（ステップＳ２６）からの経過時間をｔとし
て、ステップＳ３０を記載している。制御部２０は、ステップＳ３０において、電流値増
加から０．５秒以内に負電圧が検出されなかったと判定すると（ステップＳ３０において
ＮＯ）、電流上限値設定処理を終了し、電流上限値を解除して、通常運転（ステップＳ１
２）に戻る。
【００３７】
　制御部２０は、ステップＳ２８において、電圧が正常範囲内でないと判定すると、βの
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値を下げて（ステップＳ２９）、電流上限値を再設定して（ステップＳ２６）、電流上限
値設定処理を継続する。このとき、ステップＳ２６において、電流上限値ｉｍは、より小
さい値に設定される。
【００３８】
　一方、制御部２０は、ステップＳ３０において、電流値増加（ステップＳ２６）から０
．５秒以内に負電圧が検出されたと判定すると（ステップＳ３０においてＹＥＳ）、ステ
ップＳ１６に戻り、ステップＳ３０において負電圧が検出された際の電流値ｉを、負電圧
時電流値ｉ０として、電流制限処理を実行する（ステップＳ１８）。電流上限値設定処理
を実行中に負電圧が検出された場合、負電圧検出時の電流値ｉは、電流上限値ｉｍ（ｉｍ
＝ｉ０×β：β＜１）よりも小さいため、通常運転中に負電圧が検出された際の電流値ｉ
よりも低くなる。したがって、電流上限値設定処理を実行中に負電圧が検出された場合、
さらに小さい電流上限値が再設定される。
【００３９】
Ａ－３．実施形態の効果：
　図４は、本実施形態の負電圧解消処理を行った場合の発電体１１の電気的挙動を説明す
る説明図である。図４では、負電圧が検出された発電体１１について示している。図示す
るように、発電体１１において負電圧が発生した場合に、電流制限処理を行い電流値を電
流制限値αまで低減させ、その後、電流上限値設定処理を行って上限値ｉｍ以下で発電さ
せると、その間、負電圧が発生しない。すなわち、本実施形態の燃料電池システム１００
では、電流上限値設定処理を行うことにより、負電圧の再発生を抑制することができた。
なお、参考として、図４では、抵抗値も示している。抵抗値も電流上限値設定処理を行っ
ている間、正常範囲内である。
【００４０】
　本実施形態の燃料電池システム１００において、電流上限値設定処理を行うことにより
、負電圧の再発生を抑制することができた理由は、以下のように推察できる。負電圧は、
発電体１１について水素が欠乏した状態で発電を行うことにより生じると考えられている
。本実施形態の燃料電池システム１００では、負電圧が生じた場合に、電流制限処理にお
いて電流値を制限電流値αまで減少させて運転することにより、電極の劣化を抑制しつつ
発電を継続し、負電圧が解消された後、電流上限値設定処理において電流上限値以下で、
電流を増加させている。電流制限処理実行時に制限電流値αに応じて反応ガスの供給量を
減少させている場合に、電流制限処理終了後、出力電流値を増加させるために反応ガスの
供給量を増加させる際に、電流上限値を設定することにより、急激な要求ガス量の増加を
抑制し、水素の供給不足に伴う水素欠乏状態での発電を抑制することができる。
【００４１】
　発電体１１において水素が欠乏した状態で発電を行うと、発電体１１のアノードでは、
水素の供給不足を補償するために、下記の化学反応によってプロトンが生成されることが
知られている。下記反応式（１）では、水分解反応によってプロトンが生成され、下記反
応式（２）では電極（アノード）を構成するカーボンの酸化反応によってプロトンが生成
される。すなわち、反応式（２）の反応が起こると、電極が腐食され、劣化する。
　２Ｈ2Ｏ　→　Ｏ2 ＋　４Ｈ+　＋　ｅ-　…（１）
　Ｃ　＋　２Ｈ2Ｏ　→　ＣＯ2　＋　４Ｈ+　＋　４ｅ-　…（２）
　本実施形態の燃料電池システム１００によれば、水素欠乏状態での発電を抑制すること
ができるため、上記反応式（２）による電極の劣化を抑制し、燃料電池の劣化、燃料電池
性能の低下を抑制することができる。
【００４２】
　本実施形態の燃料電池システム１００では、電流上限値ｉｍを、負電圧時電流値ｉ０よ
りも小さい値に設定することにより、負電圧発電体１１における負電圧の再発生を抑制す
ることができる。
【００４３】
Ｂ．変形例：
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　本発明は、先述の実施形態に限られるものではなく、その趣旨を逸脱しない範囲におい
て種々の構成で実現することができる。例えば、発明の概要の欄に記載した各形態中の技
術的特徴に対応する実施形態中の技術的特徴は、先述の課題の一部または全部を解決する
ために、あるいは、先述の効果の一部または全部を達成するために、適宜、差し替えや組
み合わせを行うことが可能である。また、その技術的特徴が本明細書中に必須なものとし
て説明されていなければ、適宜、削除することが可能である。例えば、次のような変形も
可能である。
【００４４】
Ｂ－１．変形例１：
　上記実施形態において、電流上限値設定処理は、電流制限解除後、負電圧の発生有無に
かかわらず実行されているが、例えば、電流制限解除後、所定の時間内に負電圧が発生し
た場合、すなわち、電流制限処理が所定の時間内に複数回実行された場合に、電流値上限
設定処理を実行する構成としてもよい。このようにしても、燃料電池の劣化を抑制するこ
とができる。加えて、このような制御にすることにより、制御ロジックの変更回数を抑制
することができ、燃料電池の発電の不安定性を抑制ことができる。
【００４５】
Ｂ－２．変形例２：
　上記実施形態おいて、発電体１１において負電圧が検出された場合に、制御部２０が電
流制限処理を実行する例を示したが、負電圧が検出された場合に限定されない。発電体１
１の出力電圧が、外部負荷２００からの要求出力に対応する出力電圧に比較して、著しく
低い場合等、発電体１１における水素欠乏状態が想定される電圧であればよい。すなわち
、発電体１１の出力電圧が、外部負荷２００からの要求出力に対応する出力電圧よりも低
い所定の電圧値以下の場合に、制御部２０が電流制限処理を実行すればよい。
【００４６】
Ｂ－３．変形例３：
　上記実施形態の燃料電池システム１００において、電流制限処理が複数回実行された場
合に、ユーザに対して、燃料電池１０の状態不良を通知する通知部を、さらに備えてもよ
い。通知部としては、例えば、車内警告ランプ、車内警報装置、表示画面等を用いること
ができる。通知部による通知としては、車内警告ランプを点灯させる、スピードパネルや
ナビゲーションシステム等の表示画面等に、文字を表示させる等視覚を通じた通知、車内
警報装置によりビープ音を鳴らす、車内警報装置において、音声により通知する等聴覚を
通じた通知等、種々の通知方法を用いることができる。これにより、ユーザによる燃料電
池１０の状態不良の認識を促し、急なアクセル動作を抑制することにより、急なアクセル
開度増による水素欠乏を抑制することができる。その結果、燃料電池の劣化を抑制するこ
とができる。
【符号の説明】
【００４７】
　　１０…燃料電池
　　１１…発電体
　　２０…制御部
　　３０…カソードガス供給部
　　３１…カソードガス配管
　　３２…エアコンプレッサ
　　３３…エアフロメータ
　　３４…開閉弁
　　３５…加湿部
　　４０…カソードガス排出部
　　４１…カソード排ガス配管
　　４３…調圧弁
　　４４…圧力計測部
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　　５０…アノードガス供給部
　　５１…アノードガス配管
　　５２…水素タンク
　　５３…開閉弁
　　５４…レギュレータ
　　５５…インジェクタ
　　５６ｕ…第１の圧力計測部
　　５６ｄ…第２の圧力計測部
　　６０…アノードガス循環排出部
　　６１…アノード排ガス配管
　　６２…気液分離部
　　６３…アノードガス循環配管
　　６４…水素循環用ポンプ
　　６５…アノード排水配管
　　６６…排水弁
　　７０…冷媒供給部
　　７１…冷媒用配管
　　７２…ラジエータ
　　７３…冷媒循環用ポンプ
　　７４…冷媒温度計測部
　　８１…二次電池
　　８２…ＤＣ／ＤＣコンバータ
　　８３…インバータ
　　９１…セル電圧計測部
　　９２…電流計測部
　　９３…インピーダンス計測部
　　１００…燃料電池システム
　　２００…外部負荷
　　ＤＣＬ…直流電源ライン



(10) JP 6237426 B2 2017.11.29

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(11) JP 6237426 B2 2017.11.29

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２０１１－１３８６９７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－０６３８０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００９－１２９７８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－３００２９９（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００２／００２１１０９（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｍ８／００－８／２４９５


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

